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研究成果の概要（和文）：適切な公的検死（死因究明）制度を構築するためには、独立性・中立

性、公開性、専門性、標準化の基本要素が不可欠であるとの結論に至った。独立性・中立性は、

政府や自治体の各機関や当事者などの影響を受けないようにして、死因特定の結論が歪められ

ないようにする。公開性とは、最低限のプライバシー保護をしつつも、得られた知見を事故等

の再発防止に役立てる。専門性とは、法医学に精通した者が判断に関与することである。標準

化は、全国的に等しいサービスを提供することである。 
 
 
研究成果の概要（英文）：It is concluded that there need independence, impartiality, openness, 
specialty and standardization as indispensable elements in order to establish the most 
appropriate death investigation system. Independence and impartiality exclude pressures 
from any organizations and persons in course of death investigation. Openness means free 
of information. Findings from death investigation process should be used by the public to 
prevent another future tragedy. As for specialty forensic pathologists would be involved in 
any cases. Death investigation service provision needs to be standardized throughout the 
country.  
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１．研究開始当初の背景 
⑴ 未開拓分野 
 検死（死因究明）制度とは、人の死一般に
ついて、その死亡の原因ならびにその種類を
究明、確定する制度のことをさす。 

 検死制度は社会制度の一つとして、かなり
広範囲の分野に関係するテーマである。法律
学に限っても、医事法分野のみならず、行政
法、刑事法、民法などにも関係する学際的な
テーマである。それゆえにと言うべきかもし
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れないが、六法科目の解釈学を中心に構築さ
れてきた法律学の中では、この問題にほとん
ど関心が寄せられてこなかった。さらに、法
律学に限らず、法医学分野においても、検死
制度にはほとんど研究がなされてこなかっ
た。 
 
⑵ 社会問題化 
 近年においては、いくつかの死亡事例の死
因をめぐって紛争や事件が生じ、検死制度の
重要性が注目を集めてきた。 
 ①医療関連死 
 医療行為に関連して患者が死亡した場合
に、被害者の権利を重視する最近の傾向を背
景に、捜査機関は医師を業務上過失致死罪の
被疑者として立件することがある。こうした
場合に捜査の端緒となりうるのは、医師法２
１条に定める医師の警察官に対する異状死
体届出義務である。しかし医師からすれば、
もし自らが被疑者になるかもしれないと感
じた場合には、その届け出を正直には行わな
い可能性が高まってくる。こうなると、真の
死因は隠され、事故の再発防止にもつながら
ない。異状死の通報をまず捜査機関に対して
行うことの問題性と、中立的な死因究明専門
機関が存在しないことの問題性が浮かび上
がる。 
 ②犯罪関連死 
 2007 年に発生した時津風部屋の力士暴行
死亡事件について、当初警察は病死として処
理しようとしたため、問題となった。犯罪関
連死が非犯罪死として処理される危険性で
ある。逆の場合もある。非犯罪死が犯罪関連
死として扱われる場合である。これはえん罪
事件につながる危険性をもち、以前から司法
解剖や法医鑑定の問題として論じられてき
たところである。捜査機関である警察が、法
医学の専門家でないにもかかわらず、第一次
的な死因決定をする問題性である。 
 ③被拘禁者の死 
 2001から 2002年にかけて、名古屋刑務所
において、刑務官の暴行によって受刑者が死
亡したとされる一連の事件が発覚した。この
事件では、最初の事件が起きた段階で情報が
開示され、死因が的確に究明されていたなら
ば、その後の事件を防止できたかもしれなか
った。また、被拘禁者の自殺も少なくないが、
詳しい情報はなかなか開示されない。警察官
の職務執行の最中に発生する死亡事案にお
いても、同様の問題がある。被拘禁者に対す
る拷問や非人道的な措置の防止、ならびに職
務執行の公正さや透明性の確保、効果的な自
殺防止対策の実施などの観点から、いくつか
の問題をはらんでいる。 
 ④ その他 
 このほかにも、インジャリー・プリベンシ
ョン（事故防止）やセーフティ・プロモーシ

ョン（安全増進）の観点から、死因究明で得
られた知見を事件・事故の再発防止につなげ
る一般的制度としても、検死制度は注目を集
めている。 
 
⑶ 現行制度の不備 
 日本の検死制度は、独立した固有の制度を
持たない。監察医制度は東京２３区などで実
施されているにとどまり、全国的に均質なサ
ービスが提供されているわけではない。先進
国との比較で、解剖率自体がそもそも低い。
また、犯罪死体に限らぬ異状死体全般につい
て、死亡原因究明に責任を持つ専門機関は存
在しない。法医専門家や法律専門家の関与す
る機会が保障されていない。異状死体の遺族
に対するケアも、特別に考えられているわけ
ではない。このようにして、現行の制度は、
アカウンタビリティや透明性、独立性とは、
はなはだかけ離れている。事件・事故や自然
災害等による死亡について、公衆衛生や安全
の観点から、再発防止につなげるフィードバ
ック制度が整備されてない。法律としても、
死亡原因究明を規律する総合的な法律は存
在しない。現状は各法律の関連規定に委ねら
れ、概念の混乱と権限の錯綜を生じさせてい
る。 
 
２．研究の目的 
⑴ 検死制度の意義を明らかにする 
 検死制度の社会的意義付けを明確にした
上で、人権論的裏付けを検討することである。
検死制度は、死者に対するものでありながら、
生きている者の基本的人権を守る基礎とな
る重要な社会的機能を持つ。検死の主たる目
的はもちろん死の事実関係を明らかにする
ことにあるが、そこで得られた知見を何のた
めに、どのように生かすかを考えなければな
らない。 
 検死制度は、事件・事故の再発防止の観点
からとらえ直し、死亡事例から教訓を得て、
公衆の安全や健康の増進をするための制度
と位置づけるべきだと考える。これは残され
た生者の義務である。このように制度をとら
えた場合に、憲法１３条や２５条、国際人権
法で保障される生存権から、それを根拠づけ
ることが可能であることを示す。 
 
⑵ あるべき検死制度の枠組みを示す 
 上記のようにして、検死制度の意義を明ら
かにした上で、次に実際にそれに適合的な制
度を構築する必要がある。 
 検死制度には、世界で大きく分けて２つの
やり方がある。一つは大陸法のやり方で、捜
査機関である警察官もしくは検察官を死因
究明の判断者とする。もう一つはイングラン
ド法のやり方で、捜査機関から独立したコロ
ナー等を判断者とする。 



 検死制度の上記位置づけからすれば、捜査
機関から独立した機関が死因究明に責任を
持つイングランド法のやり方が望ましい。コ
ロナー制度は、イングランドを源として、英
米法体系の国々に継受されている。それぞれ
の法体系においては、社会的な必要性に応じ
て、特色ある独自の発展を遂げている。これ
らの展開を踏まえて、どのような制度がある
べき制度として望ましいのか考察する。あわ
せて、その際にはどのような要素が制度構築
にあたり必要であるのか、明らかにすること
を目的とする。 
 
３．研究の方法 
⑴ 比較法研究による考察 
 英米法圏の制度について、代表的な地域を
選んで現地でのインタビュー調査を実施す
る。それぞれの制度の概要を把握し、その特
徴や参考にすべき点を明らかにする。また、
各制度における改革の動向なども調査する。 
 対象とすべき地域は以下の通り。 
 ① アメリカ合衆国 
 コロナー制度がメディカル・イグザミナー
に変容した法域であり、その理由を調査する
ことはコロナー制度の是非を検討するに必
要である。西海岸と東海岸の少なくとも二つ
の法域は調査対象とする。 
 ② カナダ 
 コロナー制度が維持されているが、法医専
門医もコロナーとして任命されており特徴
的である。オンタリオ州を中心に調査する。 
 ③ オーストラリア、ニュージーランド 
 コロナー制度が公衆衛生増進の観点から
抜本的に再編され、世界で最も先進的な死因
究明制度を構築している法域である。法医専
門家と法律家との協動がうまく行われてい
る地域である。ビクトリア州を中心に調査す
る。 
 ④ イングランド（連合王国） 
 コロナー制度の母国であるが、少し時代遅
れの制度になっていることは否めない。現在
同国においては制度改革の提案がなされて
おり、その動向を把握する。 
 
⑵ 文献調査による研究 
 ①上記比較法研究においては、現地で収集
した文献やインターネットを通じて得られ
た報告書などを素材にして、比較法研究の肉
付けをする。 
 ②検死制度の人権論による枠付けのため、
ヨーロッパ人権条約を中心とした国際人権
法に関する文献を収集し、人権論を進化させ
る。 
 
４．研究成果 
⑴ 比較法研究、文献調査の知見 
 ①アメリカ合衆国調査 

 カリフォルニア州ロサンゼルスとサンフ
ランシスコ、ニューヨーク州ニューヨークの
各制度について調査した。多額の予算を投入
している点やメディカル・イグザミナーが専
門職として確立している点は評価できたが、
捜査機関との関係での独立性の確保、全国的
なサービスの確立の点では、問題があるとの
結論を得た。 
 ②カナダ 
 オンタリオ州トロント市の調査では、コロ
ナー制度が変容を遂げつつ独自に発展して
いることがわかった。ビクトリア州の制度を
モデルに、検死制度を公衆の安全や健康増進
を目的とするものと位置づけ、コロナー（司
法官職）と法医専門家との協動を目指す改革
に取り組んでいたことが評価できる。 
 ③ オーストラリア、ニュージーランド 
 公衆の安全と健康増進のため最も先進的
な取組みをしているビクトリア州をはじめ、
ニューサウスウェールズ州、ニュージーラン
ドの調査の結果、制度構築にあたって必要な
ことは、法律専門家と法医専門家の関与、独
立性、公開性、均質なサービスの提供確保な
どであることを明らかにした。 
 ④ イングランド（連合王国） 
 シップマン事件以降、ビクトリア州の制度
などをモデルに改革に取り組んでいるが、予
算措置が必要であるために思うように進ん
でいない実情がわかった。他方で、ヨーロッ
パ人権条約における生命権の保障が、適正か
つ公明な死因究明制度の確立を要請すると
考えることができることがわかった。 
 
⑵ あるべき検死制度 
 以上の研究知見から、適正な死因究明のた
めのあるべき制度としては、以下の点を備え
なければならないとの結論を導くに至った。 
 ① 制度目的を公衆の安全と健康の増進
とすること 
 死因究明は、社会制度として様々な分野に
かかわる。死を個別に類型化して、それぞれ
別個の制度を設けることは適切ではない。な
ぜなら、死因は最初から決まっているわけで
はないし、最終的に不明で終わる場合もある
からである。 
 ただ、一般的に言えることは、すべての死
亡につき原因を的確に究明することにより、
生きている者はそこから教訓を引き出すこ
とができる。死因を究明して、そこから教訓
を得ることができれば、将来において同種の
悲劇の再発を防止することが可能である。ま
た、このように死因を的確に究明し、そこか
ら教訓を得ることができれば、これはまた亡
くなった方や遺族のためにも資する。生存権
から根拠づけることができるゆえんである。 
 上記の点から、検死制度はあらゆる死を対
象とする包括的、全国的なものでなければな



らない。 
 ②制度に必要な要素 
 各法制度を調査した結果、現時点において
モデルとすべき制度は、オーストラリア・ビ
クトリア州の制度である。この制度をモデル
に、制度構築に必要な要素は以下のものであ
ると考える。 
 それは、独立性・中立性、公開性、専門性、
標準化の基本要素である。 
 独立性・中立性は、捜査機関をはじめとし
た政府機関や自治体、当事者などの影響を受
けないようにして、判断するために必要であ
る。このため、死因特定の権限を有するもの
は、コロナーをモデルとした司法官職が最も
望ましい。行政職にするとしても、予算確保
の点も含め、独立機関としなければならない。
また、死因特定の権限を有するものには、死
因究明から得られた知見をもとに、関係機関
に再発防止を促す勧告権を付与する必要が
ある。これによって、公衆の健康・安全確保
の目的がより達成される。 
 公開性とは、最低限のプライバシー保護を
しつつも、得られた知見を事故等の再発防止
に役立てるために必要である。個別の事件か
ら得られた教訓を、広く社会全体が利用でき
るようにインターネット等で知らせるべき
である。 
 専門性とは、法医学に精通した者が、不自
然死の死因究明の判断に関与することであ
る。こうなれば、当然に解剖率は上がらざる
を得ないだろう。これを可能にするために、
まず法医専門家の養成、拡大に手がけなけれ
ばならないし、全国の解剖施設も充実させな
ければならない。予算措置が必要である。 
 標準化は、全国的に等しいサービスを提供
することである。現在は、東京、大阪などで
一部監察医制度があるなど、地域的にサービ
スに偏りがある。検死制度は、生命権の保障
から根拠づけられると考えられるので、地域
的な偏りは正当化されない。 
 
⑶ 成果の位置づけ 
 国内においてあるべき検死制度について、
その目的、必要な要素などを明確にしたのは、
本研究以外にあまり認められない。その意味
で、国内研究として先駆的な成果をあげられ
た。また、国際的にも死因究明制度の改革が
共通して取り組まれているところであり、本
研究の成果を、2010 年開催のアジア・太平洋
地域コロナー会議において報告した。日本か
らの参加は私一人であった。 
 また、このような知見を得て、各学会にお
ける報告や警察庁の「犯罪死の見逃し防止に
資する死因究明制度の在り方に関する研究
会」メンバーとの会合で、あるべき制度に関
する意見を表明してきた。日本においては、
これから時間をかけて制度改革に取り組む

ことになろうが、本研究の成果は、将来の制
度設計において参照すべき一つの基本成果
である。 
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